
（様式１）
岩泉町 　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成31年3月末時点
（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28
29
30
31

岩泉町東日本大震災
復興交付金基金残高

岩泉町東日本大震災
復興交付金基金の利息額

岩泉町東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

67,025 0 3,073,288

執行
年度
23
24
25
26
27
28
29
30
31

交付実額 4,789,714

合　計 3,073,288

0

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

175,500

交付額
(国費)

0
0
0

198,000

3,584,131

1,365,900

13,950
0

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

1,338,061
318,518

交付分
岩泉町

0
0

110,206
1,673,190

116,711
226,055

0 50,082

95,741

25,741
503,549

27,445

63,039
0

1,368,610
740,471

合　計
0

※平成30年度末までにおける市町村及び都道県への交付額の合計から国庫返還額を除し、都道県事業の市町村間での事業間流用額を加除した額

契約済額
（国費相当額）

451,457
335,888

10,554

1,057,677
14,699

698,332
115,771

2,797,077 1,640,651

0



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 48,390 0 －
25 832 － 平成26年2月、実施設計完了。
26 14,415 33,143 平成27年3月完成。
27 －
28 ▲ 702 ▲ 702
29 －
30
31

累計 48,390 ▲ 702 15,247 32,441
23
24 9,184 0 －
25 1,758 － 平成25年5月、用地買収完了。
26 1,607 5,819 平成27年3月完成。
27 －
28 －
29 －
30
31

累計 9,184 0 3,365 5,819
23
24 16,394 0 －
25 140,220 16,394 － 平成26年3月、実施設計完了。
26 289,719 429,939 － 平成26年5月発注。
27 0 平成28年1月完成。
28
29
30
31

累計 446,333 0 446,333 0
23

24 216,757 34,508 －

25 16,142 45,303 － 平成26年3月、一次造成工事完成。
26 12,977 － 平成27年3月１部完成。（L=271.64ｍ）、平成27年度外構工事。
27 3,368 　－ 平成28年2月完成。
28 8,428 128,315
29
30
31

累計 232,899 0 104,584 128,315

全体
事業
期間

63,584 24 ～

11,480 24 ～ 26

595,112

26

省庁名 文部科学省

事業番号

－ 3 － 1 － 県 町 間接

291,126

直接

完了

小本駅周
辺

町 町

平成25年1月、用地買収完了。※公立学校施設災害復旧費国
庫補助事業の交付決定（平成26年3月）により、復興交付金対
象額を精査（平成24年度契約済額（国費相当額）を修正102,470
千円→34,508千円）。

町 町
小本駅周
辺

公立学校用地
取得及び整地
事業

岩泉町

小本駅周
辺

幼稚園用地取
得及び整地事
業

小本駅周
辺

県 町 完了間接

直接

（様式２A）

－

幼稚園等の複
合化・多機能
化推進事業

15 A － 1 － 1 －

12 ◆ A

公立学校施設
整備費国庫負
担事業

1

A － 3

16 ◆ A － 1 － 1 － 1 完了 24 ～

完了 24 ～

27

27

平成24年4月、用地交渉開始。平成25年1月、用地買収内諾済
み。

8 － 1



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

省庁名 文部科学省

事業番号

岩泉町
（様式２A）

23
24 3,084 0 －
25 6,168 0 － 平成25年度実績なし（埋蔵文化財包蔵地での再建なし）。
26 0 － 平成26年度実績なし。
27 0 － 平成27年度実績なし。
28 0 － 平成28年度実績なし。
29 0 9,252 平成29年度実績なし。
30
31

累計 9,252 0 0 9,252
23
24 －
25 －
26 4,993 2,688 － 平成27年1月発注。平成28年1月完了予定。
27 7,491 9,796 平成28年2月完成。
28
29
30
31

累計 12,484 0 2,688 9,796
23
24
25
26 5,638 4,535 － 平成27年1月発注。平成28年1月完了予定。
27 8,458 9,561 平成28年2月完成
28
29
30
31

累計 14,096 0 4,535 9,561

町 直接 完了1 －
埋蔵文化財発
掘調査事業

18 12,336 24 ～

18,727

21,145

－

A －

平成24年度実績なし。

町

小本地区 町

直接 完了 26

～ 27

29

27

262

小本中学校屋
外運動場整備
事業

小本駅周
辺

4 －

－ 2 －

27

町

小本小学校屋
外運動場整備
事業

小本駅周
辺

町 町 直接 完了

A

～

－ 1 －

28 A 2－



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

省庁名 文部科学省

事業番号

岩泉町
（様式２A）

23 0 0 0 0
24 57,574 0 0 0
25 0 0 2,590 0
26 0 0 16,022 38,962
27 0 0 0 0
28 0 ▲ 702 0 ▲ 702
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

75,064 57,574 ▲ 702 18,612 38,260
23 0 0 0 0
24 236,235 0 34,508 0
25 162,530 0 61,697 0
26 300,350 0 450,139 0
27 15,949 0 3,368 19,357
28 0 0 8,428 128,315
29 0 0 0 9,252
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

938,446 715,064 0 558,140 156,924
23 0 0 0 0
24 293,809 0 34,508 0
25 162,530 0 64,287 0
26 300,350 0 466,161 38,962
27 15,949 0 3,368 19,357
28 0 ▲ 702 8,428 127,613
29 0 0 0 9,252
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

1,013,510 772,638 ▲ 702 576,752 195,184

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

都道県
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

合計

市町村交付分　計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 14,336 0 －
25 671 － 平成26年2月、実施設計完了。
26 1,433 15,098 0 平成27年3月完成。
27 －
28 －
29 －
30
31

累計 14,336 1,433 15,769 0
23
24 20,992 0 －
25 14,234 平成25年5月、用地買収完了。平成26年3月、造成工事完成。
26 ▲ 1,433 5,325 0 平成27年3月完成。
27 －
28 －
29 －
30
31

累計 20,992 ▲ 1,433 19,559 0

保育所等の複
合化・多機能
化推進事業

小本駅周
辺

県 町 間接 完了 23,654 24

県 町 間接 完了 24,448 24

～

（様式２B）

省庁名 厚生労働省

事業番号

－ 1

岩泉町

9 B － 3 － 1

13 ◆ B －

平成24年4月、用地交渉開始。平成25年1月、用地買収内諾済
み。

26

－ 26

全体
事業
期間

～
保育園用地取
得及び整地事
業

小本駅周
辺

3 － 1



No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況事業番号
全体
事業
期間

23 0 0 0 0
24 35,328 0 0 0
25 0 0 14,905 0
26 0 0 20,423 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

48,102 35,328 0 35,328 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 35,328 0 0 0
25 0 0 14,905 0
26 0 0 20,423 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

48,102 35,328 0 35,328 0

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 175,500 14,699 －
24 864,000 282,732 －

25 1,365,900 430,679 －

【避難路】平成25年6月、3工区発注（平成26年8月完成見込
み）。平成25年10月、1工区完成。
【集落再編】平成25年5月、東工区用地買収完了。平成25年7
月、一次造成工事発注。平成26年3月、一次造成工事完成。

26 198,000 664,679 －
【避難路】平成27年3月完成。
【集落再編】平成27年3月完成。

27 115,771 － 【簡易水道施設等】平成28年3月完成。
28 10,554 － 【調整池】平成28年5月完成。

29 ▲ 232,139 13,950 303,914
【緑地】平成30年1月完成。
【集落道（恒久舗装）】平成30年2月完成。

30 ▲ 534,283
31

累計 2,603,400 ▲ 766,422 1,533,064 303,914
23 平成25年1月、嵩上げ工事発注。
24 72,000 36,619 －
25 －
26 ▲ 2,792 38,173 変更契約による減。
27 －
28 －
29 －
30
31

累計 72,000 0 33,827 38,173
23
24 555,392 70,755 －
25 12,965 －
26 62,024 －
27 20,134 －
28 168,592 －
29 0 －
30 30,741 －
31

累計 555,392 0 365,211 0
23
24 20,025 16,537 －
25 3,283 205 平成25年6月、格納庫完成。平成25年7月、農業機械納品完
26 －
27 －
28 －
29 －
30
31

累計 20,025 0 19,820 205

26,700 2419 C － 4 － 1 －
岩泉小本農業
復興対策事業

小本地区 県 町 間接 完了

11 C － 6 － 1 －
漁港施設機能
強化事業

小本漁港 県 町 間接 完了 96,000 24 ～ 26

－ 1 －
漁業集落防災
機能強化事業

小本地区 県 町 間接 継続 2,449,302 23 ～ 29

町

10 C －

岩泉町
省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

17 ☆ F － 1 － 1 － 1
漁業集落復興
効果促進事業

岩泉町 町 32直接 継続 694,240 24

～ 25

（様式２C)

5

～

【避難路】平成24年12月、1工区発注。平成25年3月、2工区発注
（平成26年8月完成見込み）。

平成25年3月、農業機械購入契約。平成25年3月、農業機械格
納庫建設工事発注。



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

岩泉町
省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

（様式２C)

23
24

25 6,896 6,812 84
平成25年9月、漁港トイレ設計完了。平成26年2月、漁港トイレ
完成。

26
27
28
29
30
31

累計 6,896 0 6,812 84
23
24
25

26 8,137 7,452 685
平成26年７月設計発注。平成26年11月工事発注。平成27年3
月、茂師漁港トイレ完成。

27
28
29
30
31

累計 8,137 0 7,452 685

26 C －

23 C － 7 － 1 －

水産業共同利
用施設復興整
備事業

小本漁港 町 町 直接 完了 9,195 25 ～ 25

～ 26267 － 2 －

水産業共同利
用施設復興整
備事業

茂師漁港 町 町 直接 完了 10,850



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

岩泉町
省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

（様式２C)

23 175,500 0 14,699 0
24 956,025 0 335,888 0
25 1,365,900 0 433,962 205
26 198,000 0 661,887 38,173
27 0 0 115,771 0
28 0 0 10,554 0
29 0 ▲ 232,139 13,950 303,914
30 0 ▲ 534,283 0 0
31 0 0 0 0

2,572,002 2,695,425 ▲ 766,422 1,586,711 342,292
23 0 0 0 0
24 555,392 0 70,755 0
25 6,896 0 19,777 84
26 8,137 0 69,476 685
27 0 0 20,134 0
28 0 0 168,592 0
29 0 0 0 0
30 0 0 30,741 0
31 0 0 0 0

714,285 570,425 0 379,475 769
23 175,500 0 14,699 0
24 1,511,417 0 406,643 0
25 1,372,796 0 453,739 289
26 206,137 0 731,363 38,858
27 0 0 135,905 0
28 0 0 179,146 0
29 0 ▲ 232,139 13,950 303,914
30 0 ▲ 534,283 30,741 0
31 0 0 0 0

3,286,287 3,265,850 ▲ 766,422 1,966,186 343,061

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

市町村
交付分

各年度
別合計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県
交付分

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 52,290 18,007 －
24 161,210 68,756 －

25 437,500 516,077 48,160 平成25年6月、建築工事発注（36戸）。
平成26年3月、事業完了。

26
27
28 ▲ 32,987 ▲ 32,987
29
30 ▲ 10,865 ▲ 10,865
31

累計 651,000 ▲ 43,852 602,840 4,308
23 19,250 7,734 －
24 287,643 291,525 －
25 6,290 1,344 平成25年7月、事業完了。
26
27
28
29
30
31

累計 306,893 0 305,549 1,344
23
24 8,750 0 －
25 17,500 6,167 － 森の越団地分(Ｈ25．6．1～入居開始）。

26 10,031 29,018 －
森の越団地及び小本団地分(小本団地はＨ26．5．1～入居開
始）。

27 31,764 30,235 －
28 27,445 32,987 30,894 －
29 18,030 28,015 －
30 2,366 22,179 －
31

累計 95,490 53,383 146,508 0
23
24 7,500 0 －
25 15,000 713 － 森の越団地分(Ｈ25．6．1～入居開始）。

26 4,701 －
森の越団地及び小本団地分(小本団地はＨ26．5．1～入居開
始）。

27 4,842 －
28 5,202 －
29 2,160 4,703 －
30 1,951 4,499 －
31

累計 22,500 4,111 24,660 0

全体
事業
期間

25 ～

693,881 23 ～ 25

23 ～ 24

170,143 25 ～ 31

38,9774 D 6 － 1 －

－
災害公営住宅
整備事業②

森の越地
区

町 町 直接 完了 350,735

災害公住宅家
賃低廉化事業

32

町 町 直接 継続

町 町

事業番号

災害公営住宅
整備事業①

東日本大震災
特別家賃低減
事業

小本駅周
辺

直接 継続

－ 1 －

D － 5 － 1 －

－

直接 完了

3

1 D

平成24年11月、用地買収完了。平成24年12月、実施設計発注。
平成25年1月、造成工事発注。

平成24年7月、用地買収完了。平成25年2月、造成工事完成。
平成24年10月、本体工事発注（15戸）。

（様式２D）

小本駅周
辺

2 D － 4 － 2

岩泉町
省庁名 国土交通省

小本駅周
辺

町 町－ 4



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

事業番号

（様式２D）
岩泉町

省庁名 国土交通省

23 38,666 0 －
24 30,666 0 －

25 11,084 －

【避難滞留広場（用地）】平成25年7月、整備区域変更。平成25
年12月、一部用地を取得。残りの用地についてはH27年度取得
予定。
【災害危険度調査・住民等まちづくり活動支援】平成26年1月、
調査業務完了

26 0 －
27 0 －
28 0 58,248
29 ▲ 25,810 ▲ 25,810
30 ▲ 18,920 ▲ 18,920
31

累計 69,332 ▲ 44,730 11,084 13,518
23
24 4,000 2,789 －
25 0 －
26 0 1,211 増刷中止。
27
28
29
30
31

累計 4,000 0 2,789 1,211
23
24 8,750 0 -
25 0 - 応募なし。
26 0 - 応募なし。
27 0 - 応募なし。
28 0 - 応募なし。
29 0 - 応募なし。
30 0 8,750 応募なし。
31

累計 8,750 0 0 8,750
23
24 55,713 0 －

25 99,921 2,490 －

平成25年5～9月用地取得及び建物移転補償（土地開発基金で対
応、平成26年度に買戻し）。平成25年7月、盛土工事発注。平成26年
3月、盛土工事完成。

26 130,303 －
用地及び補償分：平成26年７月完了。
道路：平成27年3月一部完了。

27 8,954 － 平成27年10月舗装工事完了。
28 ▲ 8,954 －
29 9,407 13,434 平成30年2月恒久舗装工事完了。
30
31

累計 155,634 0 142,200 13,434

24 ～

～ 28

10,000 24

24

24

7 ◆ 20 － 1 －

5 D － 20

－

復興記録作成
事業

小本地区1

～ 30

町 町 直接

～ 29D － 1 183,100

D － 4

36,904 23

県 県 直接 廃止

完了 5,000

－ 1 －

－ 3

都市防災総合
推進事業

小本駅周
辺

町 町 直接 完了

完了20 － 1

災害復興型地
域優良賃貸住
宅供給促進事
業

（岩泉町）

D －

14

【避難滞留広場（用地）】平成24年4月、用地交渉開始。平成25年3
月、道路計画の見直しに伴い整備区域の変更を検討。

平成24年7月、復興記録誌作成業務委託発注。平成25年3月、復興
記録誌完成（翌年度以降に増刷を予定）。

平成25年1月、用地交渉開始。平成25年3月、用地買収内諾済
み。

－

道路事業（学
校施設等接続
道路）

小本駅周
辺

町 町 直接



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

事業番号

（様式２D）
岩泉町

省庁名 国土交通省

23
24 24,365 0 －

25 52,615 1,547 －

平成25年4～12月用地取得（漁業集落防災機能強化事業と一
体取得、平成26年度に分筆）。平成25年7月、盛土工事発注。
平成26年3月、盛土工事完成。

26 50,155 － 平成27年3月一部完了。
27 0 － 平成28年度に工事実施予定。
28 0 －

29 7,957 17,321
平成29年8月歩道舗装工事完了。
平成30年2月恒久舗装工事完了。

30
31

累計 76,980 0 59,659 17,321
23
24 277,746 31,744 －

25 533,692 739,933 －

【防災拠点施設整備】平成25年11月、仮設駅舎完成。平成26年3月、
建築工事発注（平成27年12月完成見込み）。
【避難滞留広場整備】平成26年3月、造成工事（一部）発注（平成26年
5月完成見込み）。

26 5,158 － 工事中（平成27年12月完成見込み）。

27 12,103 －
防災拠点施設：平成27年12月完成。
避難滞留広場：平成28年3月一部完成。

28 20,968 1,532 避難滞留広場：平成29年３月完成。
29
30
31

累計 811,438 0 809,906 1,532
23
24 1,920 1,621 299
25
26
27
28
29
30
31

累計 1,920 0 1,621 299
23
24
25 1,382 1,382 0 平成26年1月、敷地舗装工事発注。平成26年3月、事業完了。
26 －
27 －
28 －
29 －
30
31

累計 1,382 0 1,382 0

90,566 24 ～ 29

～ 28

25

～ 24

25 ◆ D － 4 － 1 － 2

災害公営住宅
駐車場整備事
業

小本駅周
辺

町 町 直接 完了 1,728 25 ～

24 ◆ D － 4 － 1 － 1

20 － 1 －
都市防災総合
推進事業

小本駅周
辺

町

2 －

道路事業（集
団移転地幹線
道路）

小本駅周
辺

公営住宅管理
システム改修
事業

小本駅周
辺
森の越地
区

町 町 直接 完了 2,400 24

21 D

平成24年12月、防災拠点施設実施設計発注。

平成25年3月、システム改修業務委託完了。

22 D － 町 直接 完了 1,081,919 24

－ 1 － 町 町 直接 完了

平成25年1月、用地交渉開始。平成25年3月、一部地権者を除
き用地買収内諾済み。



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

事業番号

（様式２D）
岩泉町

省庁名 国土交通省

23
24
25
26
27 68,998 0 －
28 0 －
29 0 68,998
30
31

累計 68,998 0 0 68,998
23 －
24 －
25 －
26 －
27 0 －
28 0 －
29 5,620 0 －
30 25,468 5,620 －
31

累計 0 31,088 5,620 0

29 ☆ F － 2 － 1 － 1
市街地復興効
果促進事業

岩泉町 町 町 直接 完了 86,248 27 ～ 29

30 D － 5 － 2 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業【補助率変
更分】

小本駅周
辺

町 町 直接 継続 70,106 30 ～ 32



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

事業番号

（様式２D）
岩泉町

省庁名 国土交通省

23 0 0 0 0
24 8,750 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 8,750
31 0 0 0 0

10,000 8,750 0 0 8,750
23 110,206 0 25,741 0
24 859,513 0 396,435 299
25 1,157,610 0 1,285,683 49,504
26 10,031 0 219,335 1,211
27 100,762 0 56,134 0
28 27,445 0 48,110 26,793
29 0 0 50,082 73,943
30 0 0 32,298 ▲ 29,785
31 0 0 0 0

2,811,707 2,265,567 0 2,113,818 121,965
23 110,206 0 25,741 0
24 868,263 0 396,435 299
25 1,157,610 0 1,285,683 49,504
26 10,031 0 219,335 1,211
27 100,762 0 56,134 0
28 27,445 0 48,110 26,793
29 0 0 50,082 73,943
30 0 0 32,298 ▲ 21,035
31 0 0 0 0

2,821,707 2,274,317 0 2,113,818 130,715

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 22,050 1,851 －
25 11,025 1,453 － 実績5件。
26 1,521 － 実績5件。
27 16,105 － 実績52件（うち、3件繰越）。
28 925 － 実績6件（うち、3件繰越）。
29 0 11,220 実績0件。
30
31

累計 33,075 0 21,855 11,220
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 22,050 0 1,851 0
25 11,025 0 1,453 0
26 0 0 1,521 0
27 0 0 16,105 0
28 0 0 925 0
29 0 0 0 11,220
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

44,100 33,075 0 21,855 11,220
23 0 0 0 0
24 22,050 0 1,851 0
25 11,025 0 1,453 0
26 0 0 1,521 0
27 0 0 16,105 0
28 0 0 925 0
29 0 0 0 11,220
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

44,100 33,075 0 21,855 11,220

29

合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

各年度
別合計

岩泉町

直接

全体
事業
期間

44,100 24 ～

実績6件。

－

低炭素社会対
応型浄化槽集
中導入事業

小本駅周
辺

町 町 完了

（様式２E）

事業番号

省庁名 環境省

6 －E － 1 1

各年度
別合計

各年度
別合計

市町村
交付分

都道県
交付分

都道県・
市町村
交付分

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。


